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改正労働基準法の施行まで、後１ヶ月強となりました。今回

の改正では、一定時間を超える時間外労働の割増賃金率が引

き上げや、年次有給休暇の時間単位での利用が可能になる

等、企業にとってインパクトの大きな改正となっています。

今回と次回、全２回で目前にせまった 

改正労働基準法についてご案内いたします。 ～Vol.1～ 
改正点：割増賃金率の引上げ 

2010年 

4月 1日からの 

割増賃金率 

 １ヶ月の 

時間外労働時間数 
現在 H22年4月1日～ 

～60時間 25％以上 25％以上 

60時間超 25％以上 50％以上 

 

改正部分 → 1 ヶ月の法定時間 
外労働が 60時間を超えた部分に 
ついて割増賃金率が引上げ！ 

改正のポイント 

 

 

 

会社が必要なポイント 

②就業規則の変更 

 → ①で決めた内容を就業規則で規定 

する必要がある 

 

・1ヶ月の起算日を決める 

→ 実務上は賃金計算期間に合わせるのが便利 

・60時間を超えた時間外労働に対して支払う 

割増賃金率を決める 

①起算日と割増賃金率の決定 

 資本金  従業員数 

小売業 5,000万円以下 または 50人以下 

サービス業 5,000万円以下 または 100人以下 

卸売業 1億円以下 または 100人以下 

その他の業種 ３億円以下 または 300人以下 

 

【重要!!】中小企業への適用猶予 
資本金または従業員数が下記に該当する中小企業に

は、今回ご案内した改正については当面適用されま

せん。中小企業への適用については、３年後に見直

し、再検討される予定です。 

・導入には労使協定が必要 

・1日 or 半日単位で与えなければならない 

・時間単位の年次有給休暇※との組み合わせ可  ※詳細は次回ご案内いたします 

60時間超の時間外労働について50％以上の割増賃金率の 
支払いに代え、有給の休暇を与えることも可能 

① 法定休日に行った労働は時間外労働に含めない 

 （従来通り35％以上の割増賃金率） 

  ※ただし、所定休日の労働時間は含める 

 

② 60時間超の部分が深夜の場合は75％以上の支払いが必要 

 

③ 代替休暇制度の創設 → 

60時超＋深夜の 

時間外＝ 

75％以上の支払 

割増賃金率 

時間外労働時間数 

60時間まで 
25％以上 

60時間超の時間外労働 

50％以上 

深夜 

75％ 

以上 

60時間 

代替休暇可能部分 
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